
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

国補助金について、H28年度以降、国によってさらなる見直しが行われる予定。

国からの情報に注視し、適正な専門員の配置が可能となるよう、県社協への速やかな情報提供などに努
める。

％

690.00

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

①順調に進んでおり課題がないため検討してい
ない

事　業　費（b）（千円） 97,890 96,053

単位

601.00

○判断能力が十分でない利用者に対し適切な福祉サービスを提供できるよう、これにかかる経費を島根県社会福祉協議会へ補助する。（日常生活自立支援事業）
○島根県社会福祉協議会に設置された運営適正化委員会が、福祉サービスに関する利用者等からの苦情について、相談、調査、あっせんを行い、適切な解決がで
きるよう、これにかかる経費を島根県社会福祉協議会へ補助する。（福祉サービスに関する苦情解決事業）

○日常生活自立支援事業については、全市町村社会福祉協議会に専門員を配置し、利用件数が増加している。
○運営適正化委員会における苦情相談受付件数には、特に大きな変動はない。
　H21：23件　H22：16件　H23：22件　H24：21件　H25：24件　H26：21件

うち一般財源（千円） 48,884 48,028

２６年度実績 ２７年度計画

26年度 27年度
指標名 日常生活自立支援事業の実利用件数

年度 23年度

654.00

目標値

○日常生活自立支援事業については、全市町村社会福祉
協議会に専門員を配置することで、県内全域でサービス
を提供する体制が整った。
○運営適正化委員会では、利用者からの苦情に対して適
切な解決が行われた。

〇日常生活自立支援事業については、契約数の増加に伴い市町村社協から専門員の増員が求められてい
るが、財源である国補助金のH27年度基準額が見直され減額となった。
〇苦情解決事業では、特になし。

目
的

（１）対象 福祉サービスの利用者

（２）意図
判断能力が十分でない人が手続き代行のサービスを受け、また、福祉サービスに関する苦情を解決することにより、利用者が安心して生活
できるようにする。

事務事業の名称 福祉サービス利用支援事業

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 地域福祉課長　石橋　達也

施策Ⅱ－２－２　地域福祉の推進

電話番号 0852-22-5349

24年度 25年度

650.00 675.00600.00 625.00

日常生活自立支援事業の実利用件数
実績値

達成率

575.00

％

件

実績値

23年度 24年度
指標名

0.00

年度

目標値

式・
定義 達成率

0.00

0.00 0.00

106.20

25年度

0.00

　
成
果
参
考
指
標

◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

〇判断能力が十分でない人が地域で安心して生活できるよう、今後も必要な経費を島根県社会福祉協議会に補助していく。
　また、必要に応じて国へ要望するなど財源確保に努める。
〇利用者の権利擁護のため、引き続き、運営適正化委員会において適切な苦情解決ができるよう、必要な経費を島根県社会福祉協議会に補助していく。

事
業
概
要

104.60100.20

26年度 27年度

式・
定義

0.00

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

単位

0.00


